
 

 
 
 
 

和解契約書（一部） 
原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」

という。）につき、申立人Ｘ１、同Ｘ２、同申立人Ｘ３（以下、申立人全員を総

称して「申立人ら」という。）と被申立人東京電力株式会社（以下「被申立人」

という。）は、次の通り和解する。 
１ 申立人Ｘ１について 
（１）和解の範囲 

    申立人Ｘ１と被申立人は、本件に関し、申立人Ｘ１と被申立人との間に

争いのない（別紙）１記載の損害項目及び期間について一部和解すること

とし、それ以外の点について、本和解の効力が及ばないことを相互に確認

する。 
 （２）和解金額 
    被申立人は、申立人Ｘ１に対し、１（１）所定の損害項目及び期間に対

する和解金として、金１９３万５２４０円の支払義務のあることを認める。 
 （３）既払いの未精算仮払い補償金 
    申立人Ｘ１及び被申立人は、被申立人が申立人Ｘ１に対し、１（１）記

載の損害に対する未精算の仮払い補償金１３０万円を支払い済みであるこ

とを確認する。 
    この未精算の仮払い補償金１３０万円について、１（２）記載の和解金

１９３万５２４０円と清算する。 
 （４）支払方法 
    （省略） 
 ２ 申立人Ｘ２について 
（１）和解の範囲 

    申立人Ｘ２と被申立人は、本件に関し、申立人Ｘ２と被申立人との間に

争いのない（別紙）２記載の損害項目及び期間について一部和解すること

とし、それ以外の点について、本和解の効力が及ばないことを相互に確認

する。 
 （２）和解金額 
    被申立人は、申立人Ｘ２に対し、２（１）所定の損害項目及び期間に対

する和解金として、金９０万円の支払義務のあることを認める。 
 （３）既払いの未精算仮払い補償金 
    申立人Ｘ２及び被申立人は、被申立人が申立人Ｘ２に対し、２（１）記

載の損害に対する未精算の仮払い補償金３０万円を支払い済みであること

を確認する。 
    この未精算の仮払い補償金３０万円について、２（２）記載の和解金９

０万円と清算する。 

南相馬市原町区（旧緊急時避難準備区域）から避難した申立人ら（母親と

小学生の子供２名）について、子供２名にそれぞれ重度、中度の知的障害が

あり、避難中の環境変化のため情緒不安定になって問題行動を繰り返したこ

と、母親が、一人で子供の世話をしながら避難せざるを得なかったことを考

慮し、避難慰謝料の増額として、母親と子供２名にそれぞれ月額１０万円が

賠償された事例。 
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 （４）支払方法 
    （省略） 
 ３ 申立人Ｘ３について 
（１）和解の範囲 

    申立人Ｘ３と被申立人は、本件に関し、申立人Ｘ３と被申立人との間に

争いのない（別紙）３記載の損害項目及び期間について一部和解すること

とし、それ以外の点について、本和解の効力が及ばないことを相互に確認

する。 
 （２）和解金額 
    被申立人は、申立人Ｘ３に対し、３（１）所定の損害項目及び期間に対

する和解金として、金９０万円の支払義務のあることを認める。 
 （３）既払いの未精算仮払い補償金 
    申立人Ｘ３及び被申立人は、被申立人が申立人Ｘ３に対し、３（１）記

載の損害に対する未精算の仮払い補償金３０万円を支払い済みであること

を確認する。 
    この未精算の仮払い補償金３０万円について、３（２）記載の和解金９

０万円と清算する。 
 （４）支払方法 
    （省略） 
 ４ 継続協議 

    申立人ら及び被申立人は、本件に係る損害賠償金額を確定させるように引き

続き本和解仲介手続きにおける協議を続行する。 
 
本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人ら及び被申

立人が署名（記名）押印の上、各自１通を保有するものとする。また、被申立

人は、本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償紛争解決センターに交付す

る。 
平成２５年１１月７日 
 
 
（仲介委員 鈴木由美） 



（別紙）１ 
申立人Ｘ１について 平成○○年（東）第○号 

損害項目 期間 金額 備考 
検査費用（人）  51,000 円  
避難費用  363,100 円  
一時立入費用 平成２３年４月～平成２３年８月 80,000 円  
帰宅費用    
生命・身体的損害    
精神的損害 
(日常生活阻害慰謝料) 

平成２３年３月～平成２３年１１

月 900,000 円  

精神的損害 
(滞在者慰謝料) 

   

就労不能損害    
営業損害    
検査費用（物）    
不動産の財物損害    
家財の財物損害    

その他 

 

541,140 円 

・生活費増加分： 
414,420 円 

・交通費増加分： 
126,720 円 

一部和解 合計額(①)  1,935,240 円  
 

未精算の仮払補償金(②)  1,300,000 円 
支払額（①－②） 635,240 円 

 
 
（別紙）２ 

申立人Ｘ２について 平成○○年（東）第○号 
損害項目 期間 金額 備考 

検査費用（人）    
避難費用    
一時立入費用    
帰宅費用    
生命・身体的損害    
精神的損害 
(日常生活阻害慰謝料) 

平成２３年３月～平成２３年１１

月 900,000 円 
 

精神的損害 
(滞在者慰謝料) 

 
 

 

就労不能損害    
営業損害    



検査費用（物）    
不動産の財物損害    
家財の財物損害    
その他    
一部和解 合計額(①)  900,000 円  

 
未精算の仮払補償金(②)  300,000 円 
支払額（①－②） 600,000 円 

 
 
（別紙）３ 

申立人Ｘ３について 平成○○年（東）第○号 
損害項目 期間 金額 備考 

検査費用（人）    
避難費用    
一時立入費用    
帰宅費用    
生命・身体的損害    
精神的損害 
(日常生活阻害慰謝料) 

平成２３年３月～平成２３年１１

月 900,000 円 
 

精神的損害 
(滞在者慰謝料) 

 
 

 

就労不能損害    
営業損害    
検査費用（物）    
不動産の財物損害    
家財の財物損害    
その他    
一部和解 合計額(①)  900,000 円  

 
未精算の仮払補償金(②)  300,000 円 
支払額（①－②） 600,000 円 

 



 

 
 
 

（全部）和解契約書 
原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」

という。）につき、申立人Ｘ１、同Ｘ２及び同Ｘ３（以下、申立人全員を総称し

て「申立人ら」という。）と被申立人東京電力株式会社（以下「被申立人」とい

う。）は、次の通り和解する。 
１ 和解の範囲 

    申立人らと被申立人は、本件に関し、別紙一覧表記載の損害項目及び期間

について和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力が及ば

ないことを相互に確認する。 
２ 和解金額 
  被申立人は、申立人らに対し、前項記載の損害項目及び期間についての和

解金として、１４５３万３５８３円の支払義務があることを認める。 
３ 既払い金 
  申立人らと被申立人は、被申立人が申立人らに対し、第１項記載の損害に

対する賠償金として、合計３７３万５２４０円を支払い済みであることを相

互に確認する。 
  当該既払い金３７３万５２４０円について第２項記載の和解金１４５３万

３５８３円と清算する。 
４ 支払方法 
  （省略） 
５ 清算条項 

   申立人らと被申立人は、第１項記載の損害項目（同項記載の期間に限る。）

について、以下の点を相互に確認する。 
ア 本和解に定めるもののほか、当事者間に何らの債権債務がない。ただし、

別紙一覧表記載の「精神的損害」については、本和解に定める金額を超える

部分につき、本和解の効力を及ぼさず、申立人らが被申立人に対して別途損

害賠償請求をすることを妨げない。 
イ 本和解に定める金額に係る遅延損害金につき、申立人らは被申立人に対し

て別途請求しない。 
６ 手続費用 
  手続費用は各自の負担とする。 
 
本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人ら及び被申

立人が署名（記名）押印の上、各１通ずつを保有するものとする。また、被申

立人は、本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償紛争解決センターに交付

する。 
平成２６年４月８日 
（仲介委員 鈴木由美） 

南相馬市原町区（旧緊急時避難準備区域）から避難した申立人ら（母親と

小学生の子供２名）について、子供２名にそれぞれ重度、中度の知的障害が

あり、避難中の環境変化のため情緒不安定になって問題行動を繰り返したこ

と、母親が、一人で子供の世話をしながら避難せざるを得なかったことを考

慮し、避難慰謝料の増額として、母親と子供２名にそれぞれ月額１０万円が

賠償された事例。 
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（別紙） 
損害項目 細目 金額（円） 期間 

避難費用 

避難交通費 ３７８１００ 平成２３年３月１３日～

平成２４年３月１８日 
家財道具の移動費用 １３０７００ 平成２４年３月２３日 

交通費（Ａ分） ８１２５０ 平成２３年３月１３日～

平成２３年３月１８日 
謝礼（Ｂへ支払った謝

礼） １００００ 平成２３年３月２７日 

避難・帰宅等にかかる

費用相当額 ３５１０００ 平成２３年３月１１日～

平成２４年３月２３日 

一時立入費用 一時立入交通費 ３６００００ 平成２３年４月１日～平

成２４年３月２３日 

生活費増加費用 

物品等購入費用 ５６２７７０ 平成２３年４月４日～平

成２３年１２月２１日 
郵送料 ５００ 平成２３年４月１１日 
宅急便料金 ４７４０ 平成２３年３月２７日 
直接請求の資料のコ

ピー代 ４７０ 平成２３年８月 
 

通院交通費等の生活

費増加分 ６０００００ 
平成２４年９月１日～平

成２５年３月３１日 

検査関連費用 

検査費用 
 ３６０００ 平成２３年８月２９日～

平成２３年１２月６日 

検査にかかる交通費 ４００００ 
平成２３年１１月２５日

～平成２４年２月１５日 

その他 

「○」へ通うことにな

ったことによる交通

費増加費用 
２６９２８０ 

平成２３年４月１日～平

成２４年８月３１日 
 

「○」へ通うことにな

ったことによる療育

施設利用料増加費用 ３０３８７５ 

平成２３年４月１日～平

成２４年８月３１日 
 
 

障害児日中一時支援

利用手数料 ２１５９０ 
平成２３年９月８日～平

成２４年４月２７日 

 
 
 
精神的損害 

日常生活阻害慰謝料 ９３０００００ 
平成２３年３月～平成２

４年８月 
右記の期間内に自主

的避難等対象区域に

避難または滞在して

いた１８歳未満の者

 
８０００００ 

 
平成２３年４月２３日～

平成２３年１２月３１日 



に対する賠償 
 中学生以下の者の精

神的損害に係る賠償 
７０００００ 平成２４年９月１日～平

成２５年３月３１日 

右記の期間内に自主

的避難等対象区域に

避難または滞在した、

１８歳以下の者の精

神的損害等に対する

賠償 

１６００００ 平成２４年１月１日～平

成２４年８月３１日 

上記合計 １４１１０２７５  
本件和解仲介に関する弁護士費用 ４２３３０８  
総合計 １４５３３５８３  

 


